
地域活動

サロンや食事サービス
活動補助金25％カット
　地域活動はボランティアで行わ
れています。サロン活動や食事
サービス、運動会など「つながり」
をつくる地域活動への補助金が
2014年度より25％カットされて
います。

老人福祉センター

正職員は1人、75％が
嘱託でワーキングプア
　大阪市の各地域福祉事業は１～2
年刻みの「公募（入札）」選定にな
り、予算の「切り下げ競争」が行わ
れています。そのため、老人福祉セ
ンターでは正職員は1人配置、75％
を占める非正規職員の多くは年収
200万円以下です。低賃金では人

材も集まらず育ちにく
くなっています。

子ども・子育てプラザ

予算削減と統廃合計画（24館→18館）
　家庭や地域の子育て
を支援している「子ど
も・子育てプラザ」は
予算が削減され、統
廃合（24館→18
館）が計画されて
います。

地域の見守り ネットワーク推進員316人を全廃
地域生活支援ワーカー（CSW）127人を24人に縮小

　各小学区にいたネットワーク委員会事務局役の
ネットワーク推進員が全廃され、各中学校区にいた
地域生活支援ワーカーが各区1人となりました。高
齢者が気軽に相談できる人や場所が無くなり孤立
する方が一層潜在化する等、住民を見守り支える事
業が衰退しています。

大阪市の地域福祉を守る会 「大阪市の地域福祉を守る会」は橋下市政改革で、民生委員やネットワーク推進員とともに市・
区社会福祉協議会が行ってきた地域福祉事業が廃止・縮減されることをうけて、大阪市の地域
福祉を守るため市民・学者・関係者により結成された団体です。事務局は全国福祉保育労働組
合大阪地方本部内。
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地域福祉を守り
拡充する市政を

大阪市むけ署名に
ご協力ください

橋下大阪市政の

　橋下大阪市政は「市政改革プラン」（2012年7月成立）
で、市民の福祉・くらし予算を3年間で390億円削減する
計画を実施、地域福祉事業もこの直撃を受けています。
　ほぼ全区に「地域活動協議会」が設置された上で、ネッ
トワーク推進員316人の全廃や高齢者食事サービス補助
金削減、子ども・子育てプラザ等の予算削減・統廃合計
画、大阪市社会福祉協議会（社協）・各区社協予算の大幅
削減などが行われ、地域の「つながりづくり」が破壊され
る事態が進行しています。
　みんなの力で大阪市の地域福祉を守り拡充するため
に、署名活動へ大きなご協力をお願いします。
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地域生活支援ワーカー
　各小学区にいたネットワーク委員会事務局役の
ネットワーク推進員が全廃され、各中学校区にいた
地域生活支援ワーカーが各区1人となりました。高
齢者が気軽に相談できる人や場所が無くなり孤立
する方が一層潜在化する等、住民を見守り支える事
業が衰退しています。

材も集まらず育ちにく
くなっています。

　家庭や地域の子育て
を支援している「子ど
も・子育てプラザ」は
予算が削減され、統
廃合（24館→18



大阪市の地域福祉を守る会
代表世話人／中山　徹　（奈良女子大学教授）　藤井　伸生（京都華頂大学教授）　松﨑　喜良（神戸女子大学教授）
　　　　　　竹本　笑子（元大阪市立西淀川児童館館長）　井出村　一朗（全国福祉保育労働組合 社協・事業団種別協議会事務局長）
　　　　　　大石　康子（全国福祉保育労働組合大阪地方本部 大阪市支部執行委員長）　
連絡先／全国福祉保育労働組合大阪地方本部　TEL06-6773-8441　FAX06-6773-8292　〒543-0055  大阪市天王寺区悲田院町 8-12

大阪市議会 議長 様

陳情趣旨

陳情事項

年　　月　　日

　大阪市は高齢者の一人暮らし世帯が全国の政令市の中でも一番多い自治体です。
　ところが 2013 年４月、大阪市は、身近な地域の相談相手として、高齢者の見守り・支援の活動を行っ
てきたネットワーク推進員を、市政改革プランで廃止し、様々な福祉事業・施設も廃止･縮小しました。
　このままでは地域での住民のつながりを大切にした活動や、高齢者、障がい者、子どもたちの見守り活動、
福祉のまちづくりの活動は、ますます縮小・後退していきます。
　大阪市は、地域福祉・コミュニティの崩壊につながる補助金の削減をやめ、安全・安心の地域づくりと、
障がいがあっても認知症になっても安心して住み続けられる、見守りやぬくもりのある地域づくりを保障
するため、責任を果たしてください。

１．すべての住民を対象に行う地域活動協議会への補助金は、これまで取り組まれてきた安全・安心と
福祉のまちづくりの活動が発展していけるよう、100％に戻してください。

２．小学校区ごとに、常日頃から相談・見守り支援ができる人を配置してください。すべての住民の
生活を個別に支援していけるよう、福祉専門職員を中学校下 (127カ所) ごとに配置してください。

３．身近な生活圏域にある子ども・子育てプラザ、老人福祉センターの2015年度以降の削減計画は
全面的に中止してください。
　また、事業の継続性と質を担保できない、地域の福祉事業･施策の１～２年刻みの短期･低予算になる
「公募（入札）」方式はやめてください。

大阪市の地域活動・福祉のまちづくり活動を守る陳情書大阪市の地域活動・福祉のまちづくり活動を守る陳情書

＊この署名の個人情報は上記の陳情以外には使用いたしません。
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